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【届出の対象とした募集内国投資
信託受益証券の金額】
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継続募集額　上限１兆円

【縦覧に供する場所】 該当ありません
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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

本日付で有価証券報告書を提出致しましたので、平成29年７月７日に届出済みの有価証券届出書（以

下「原届出書」といいます。）の関係情報の更新等を行うため、提出するものです。

 

Ⅱ【訂正の内容】

 

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部＿は訂正部分を示し、原届出書の更新後の内容を

記載する場合は＜更新後＞とし、原届出書に追加される内容を記載する場合は＜追加＞とします。

 

第一部【証券情報】

（４）【発行（売出）価格】

＜更新後＞

（略）

ホームページアドレス　https://www.am.mufg.jp/　

（略）

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

［ファンドの目的・特色］

＜更新後＞

（略）

（略）

（略）

 
（２）【ファンドの沿革】
＜更新後＞

平成29年７月24日 設定日、信託契約締結、運用開始
 

（３）【ファンドの仕組み】

③委託会社の概況

＜更新後＞

・資本金

2,000百万円（平成30年３月末現在）

（略）

・大株主の状況（平成30年４月２日現在）
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株　主　名 住　　所 所有株式数 所有比率

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 211,581株 100.0％

 
２【投資方針】
（３）【運用体制】
＜更新後＞

（略）
④ポートフォリオの構築
各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示
をします。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執
行を行います。

（略）
⑥投資行動のモニタリング２
運用部から独立した管理担当部署は、運用に関するパフォーマンス測定、リスク管理および法
令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、運用管理委員会等を
通じて運用部門にフィードバックされ、必要に応じて是正を指示します。

（略）
⑧運用・管理に関する監督
内部監査担当部署（10名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全
性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性
を検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報
告される、内部監査態勢が構築されています。

 
ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。

 
３【投資リスク】
（２）投資リスクに対する管理体制
＜更新後＞

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独

立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行っています。

また、定期的に開催されるリスク管理に関する会議体等において、それらの状況の報告を行うほ

か、必要に応じて改善策を審議しています。この内容は運用部門にフィードバックされ、必要に応

じて是正を指示します。

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。

①トレーディング担当部署

有価証券等の売買執行および発注に係る法令等の遵守および監視・牽制を行います。

②コンプライアンス担当部署

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守状況を把握・管理し、

必要に応じて改善の指導を行います。

③リスク管理担当部署

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、

必要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を

行っています。

④内部監査担当部署

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について

評価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。

 
＜流動性リスクに対する管理体制＞

流動性リスクは、運用部門で市場の流動性の把握に努め、投資対象・売買数量等を適切に選択す

ることによりコントロールしています。また、運用部門から独立したリスク管理担当部署におい

ても流動性についての情報収集や分析・管理を行い、この結果はリスク管理に関する会議体等に

報告されます。

 
＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。
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４【手数料等及び税金】
（５）【課税上の取扱い】

＜更新後＞
（略）
※上記は平成30年３月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に
なることがあります。
（略）
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５【運用状況】

＜更新後＞

【米国国債７－１０年ラダーファンド（為替ヘッジあり）（ラップ向け）】

（１）【投資状況】

 

平成30年 3月30日現在

（単位：円）

 

資産の種類 国／地域 時価合計 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 682,179,847 96.64

コール・ローン、その他資産

（負債控除後）

― 23,729,803 3.36

純資産総額 705,909,650 100.00

 

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

ａ評価額上位３０銘柄

 

平成30年 3月30日現在

 

国／

地域
種類 銘柄名 数量

簿価

単価

(円)

簿価

金額

(円)

評価

単価

(円)

評価

金額

(円)

投資

比率

(％)

日本 親投資信託

受益証券

米国国債７－１０年ラダーマザー

ファンド

728,357,727 0.9252 673,876,569 0.9366 682,179,847 96.64

 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率

 

平成30年 3月30日現在

 

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 96.64

合計 96.64

 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。
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②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

 

 

該当事項はありません。
 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

 

下記計算期間末日および平成30年3月末日、同日前１年以内における各月末の純資産の推移は次の通りです。

（単位：円）

 

 
純資産総額

基準価額

（1万口当たりの純資産価額）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1計算期間末日 (平成30年 3月19日) 703,987,940 703,987,940 9,557 9,557

 平成29年 7月末日 9,963,002 ― 9,963 ―

 　　　　 8月末日 952,786,268 ― 10,073 ―

 　　　　 9月末日 906,622,478 ― 9,955 ―

 　　　　10月末日 537,096,635 ― 9,908 ―

 　　　　11月末日 551,176,967 ― 9,896 ―

 　　　　12月末日 3,309,954,250 ― 9,853 ―

 平成30年 1月末日 1,278,845,093 ― 9,643 ―

 　　　　 2月末日 1,226,562,789 ― 9,518 ―

 　　　　 3月末日 705,909,650 ― 9,634 ―

 

②【分配の推移】

 

 

 1万口当たりの分配金

第1計算期間 0円

 

③【収益率の推移】

 

 

 収益率（％）

第1計算期間 △4.43
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（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の

額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除して得た数に100を乗じて得た数をいう。

（４）【設定及び解約の実績】

 

 

 設定口数 解約口数 発行済口数

第1計算期間 3,896,275,798 3,159,692,709 736,583,089

 

（参考）

米国国債７－１０年ラダーマザーファンド

投資状況

 

平成30年 3月30日現在

（単位：円）

 

資産の種類 国／地域 時価合計 投資比率（％）

国債証券 アメリカ 6,960,101,104 97.31

コール・ローン、その他資産

（負債控除後）

― 192,107,076 2.69

純資産総額 7,152,208,180 100.00

 

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

投資資産

投資有価証券の主要銘柄

ａ評価額上位３０銘柄

 

平成30年 3月30日現在

 

国／

地域
種類 銘柄名 数量

簿価

単価

(円)

簿価

金額

(円)

評価

単価

(円)

評価

金額

(円)

利率

(％)

償還期限

(年/月/日)

投資

比率

(％)

アメリカ 国債証券 2.75 T-NOTE 280215 5,700,000 10,533.70 600,421,336 10,632.29 606,041,099 2.750000 2028/2/15 8.47

アメリカ 国債証券 2.25 T-NOTE 270215 5,700,000 10,119.36 576,803,520 10,217.29 582,386,099 2.250000 2027/2/15 8.14

アメリカ 国債証券 2 T-NOTE 261115 5,800,000 9,933.75 576,157,777 10,026.40 581,531,200 2.000000 2026/11/15 8.13

アメリカ 国債証券 2.25 T-NOTE 270815 5,700,000 10,092.81 575,290,430 10,192.40 580,966,800 2.250000 2027/8/15 8.12

アメリカ 国債証券 2.25 T-NOTE 271115 5,700,000 10,080.16 574,569,190 10,181.60 580,351,768 2.250000 2027/11/15 8.11
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アメリカ 国債証券 1.625 T-NOTE

260215

5,900,000 9,720.97 573,537,470 9,806.44 578,580,549 1.625000 2026/2/15 8.09

アメリカ 国債証券 2.375 T-NOTE

270515

5,600,000 10,217.50 572,180,285 10,316.06 577,699,918 2.375000 2027/5/15 8.08

アメリカ 国債証券 2 T-NOTE 250815 5,700,000 10,052.43 572,988,973 10,126.83 577,229,310 2.000000 2025/8/15 8.07

アメリカ 国債証券 1.625 T-NOTE

260515

5,900,000 9,689.21 571,663,494 9,776.56 576,817,626 1.625000 2026/5/15 8.06

アメリカ 国債証券 2.25 T-NOTE 251115 5,600,000 10,209.72 571,744,833 10,287.01 576,073,118 2.250000 2025/11/15 8.05

アメリカ 国債証券 2.125 T-NOTE

250515

5,600,000 10,163.08 569,132,923 10,233.89 573,098,398 2.125000 2025/5/15 8.01

アメリカ 国債証券 1.5 T-NOTE 260815 5,900,000 9,561.60 564,134,400 9,649.57 569,325,219 1.500000 2026/8/15 7.96

 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率

 

平成30年 3月30日現在

 

種類 投資比率（％）

国債証券 97.31

合計 97.31

 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。

投資不動産物件

該当事項はありません。

その他投資資産の主要なもの

 

 

該当事項はありません。
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［参考情報］
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第２【管理及び運営】

＜更新後＞

１【申込（販売）手続等】
（略）

申込単位・
申込価額の
照会方法

（略）
　ホームページアドレス　https://www.am.mufg.jp/

（略）

 

２【換金（解約）手続等】

（略）

解約価額の
照会方法

（略）
　ホームページアドレス　https://www.am.mufg.jp/

（略）

 

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

（略）

基準価額の
照会方法

（略）
　ホームページアドレス　https://www.am.mufg.jp/

（略）

（５）【その他】

（略）

公告 （略）
　https://www.am.mufg.jp/
（略）
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第３【ファンドの経理状況】

＜更新後＞

１　当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年

大蔵省令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規

則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

２　当ファンドの第 1 計算期間は、約款の規定に従い、平成29年 7月24日から平成30年 3月19日

までとしております。

 

３　当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、当期（平成29年 7月24

日から平成30年 3月19日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監

査を受けております。
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１【財務諸表】

【米国国債７－１０年ラダーファンド（為替ヘッジあり）（ラップ向け）】

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

 
第1期

［ 平成30年 3月19日現在 ］

資産の部  

流動資産  
コール・ローン 33,496,462

親投資信託受益証券 673,876,569

派生商品評価勘定 203,260

流動資産合計 707,576,291

資産合計 707,576,291

負債の部  

流動負債  
未払受託者報酬 280,635

未払委託者報酬 3,274,042

未払利息 65

その他未払費用 33,609

流動負債合計 3,588,351

負債合計 3,588,351

純資産の部  

元本等  
元本 736,583,089

剰余金  
期末剰余金又は期末欠損金（△） △32,595,149

（分配準備積立金） 6,378,861

元本等合計 703,987,940

純資産合計 703,987,940

負債純資産合計 707,576,291

（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

 
第1期

自　平成29年 7月24日
至　平成30年 3月19日

営業収益  
受取利息 175

有価証券売買等損益 △170,077,876

為替差損益 84,901,349

営業収益合計 △85,176,352

営業費用  
支払利息 15,096

受託者報酬 280,635

委託者報酬 3,274,042

その他費用 55,209

営業費用合計 3,624,982

営業利益又は営業損失（△） △88,801,334

経常利益又は経常損失（△） △88,801,334

当期純利益又は当期純損失（△） △88,801,334

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解約
に伴う当期純損失金額の分配額（△）

△63,363,287
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期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 26,988,985

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 26,988,985

剰余金減少額又は欠損金増加額 34,146,087

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 34,146,087

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △32,595,149
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価

額で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

為替予約取引は原則としてわが国における対顧客先物相場の仲値で評価しており

ます。
 

　

 

（貸借対照表に関する注記）
 

 

 
第1期

[平成30年 3月19日現在]

１. 期首元本額 10,000,000円

 期中追加設定元本額 3,886,275,798円

 期中一部解約元本額 3,159,692,709円

２. 元本の欠損  

 　純資産額が元本総額を下回っており、その差額であります。 32,595,149円

３. 受益権の総数 736,583,089口
 

　

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）
 

 

第1期

自 平成29年 7月24日

至 平成30年 3月19日

１.分配金の計算過程  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 6,378,861円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B ―円
 

 収益調整金額 C 5,404,483円 

 分配準備積立金額 D ―円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 11,783,344円 

 当ファンドの期末残存口数 F 736,583,089口 

 1万口当たり収益分配対象額 G=E/F*10,000 159円 

 1万口当たり分配金額 H ―円 

 収益分配金金額 I=F*H/10,000 ―円 

     
 

　

 
（金融商品に関する注記）

１　金融商品の状況に関する事項
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区分

第1期

自 平成29年 7月24日

至 平成30年 3月19日

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和26年法律第198号）

第２条第４項に定める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託

約款に定める「運用の基本方針」に基づき行っております。

２.金融商品の内容及び当該金融商品に

係るリスク

当ファンドは、親投資信託受益証券に投資しております。当該投資対象は、価格

変動リスク等の市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクに晒されております。

当ファンドは、運用の効率化を図るために、為替予約取引を利用しております。

当該デリバティブ取引は、為替相場の変動による市場リスクおよび信用リスク等を

有しております。

また、デリバティブ取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまで

もデリバティブ取引における名目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該

金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。

３.金融商品に係るリスク管理体制 ファンドのコンセプトに応じて、適切にコントロールするため、委託会社では、

運用部門において、ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつつ、ファン

ドのコンセプトに沿ったリスクの範囲で運用を行っております。

また、運用部門から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング

等のリスク管理を行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて運用部門に

フィードバックされます。
 

　

 

２　金融商品の時価等に関する事項
 

 

区分
第1期

［平成30年 3月19日現在］

１.貸借対照表計上額、時価及びその差

額

時価で計上しているためその差額はありません。

２.時価の算定方法 （１）有価証券

 売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載してお

ります。

 （２）デリバティブ取引

 デリバティブ取引は、（デリバティブ取引に関する注記）に記載しております。

 （３）上記以外の金融商品

 上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３.金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提

条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なるこ

ともあります。
 

　

　　

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

 

 

種類

第1期

［平成30年 3月19日現在］

当計算期間の損益に含まれた評価差額（円）

親投資信託受益証券 △59,879,006
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合計 △59,879,006

 

　

（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項
 

通貨関連

第1期［平成30年 3月19日現在］

 

 

区分 種類 契約額等（円）
　

時価（円） 評価損益（円）
うち1年超

市場取引以外

の取引

為替予約取引     

売建     

アメリカドル 662,198,260 ― 661,995,000 203,260

合計 662,198,260 ― 661,995,000 203,260

 

（注）時価の算定方法

１　対顧客先物相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価しております。

①為替予約の受渡日（以下「当該日」といいます。）の対顧客先物相場の仲値が発表されている場合は、当該為替

予約は、当該対顧客先物相場の仲値で評価しております。

②当該日の対顧客先物相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっております。

（イ）当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表されている先物相場のうち当該日に最も近

い前後二つの対顧客先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

（ロ）当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されている対顧客先物

相場の仲値を用いております。

２　対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、対顧客電信売買相場の仲値で評価しております。

※上記取引で、ヘッジ会計が適用されているものはありません。

 

　

（関連当事者との取引に関する注記）
 

 

 

該当事項はありません。

　

（１口当たり情報）
 

 

 
第1期

［平成30年 3月19日現在］

1口当たり純資産額 0.9557円

(1万口当たり純資産額) (9,557円)
 

　　

 

（４）【附属明細表】
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第１　有価証券明細表

　(1)株式

 

 

該当事項はありません。
 

　(2)株式以外の有価証券

 

（単位：円）

 

種　類 銘　柄 口数 評価額 備考

親投資信託受益

証券

米国国債７－１０年ラダーマザーファンド 728,357,727 673,876,569 

合計 728,357,727 673,876,569 
 

　　

 

第２　信用取引契約残高明細表

 

 

該当事項はありません。
 

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
 

 

 

 

（デリバティブ取引に関する注記）に記載しております。
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（参考）

当ファンドの主要投資対象の状況は以下の通りです。

なお、以下に記載した情報は、監査の対象外であります。

 

米国国債７－１０年ラダーマザーファンド

貸借対照表

（単位：円）

 ［平成30年 3月19日現在］

資産の部  

流動資産  
預金 134,586,922

コール・ローン 39,852,622

国債証券 7,118,819,565

未収利息 31,081,780

前払費用 2,527,836

流動資産合計 7,326,868,725

資産合計 7,326,868,725

負債の部  

流動負債  
未払利息 77

流動負債合計 77

負債合計 77

純資産の部  

元本等  
元本 7,919,288,410

剰余金  
剰余金又は欠損金（△） △592,419,762

元本等合計 7,326,868,648

純資産合計 7,326,868,648

負債純資産合計 7,326,868,725

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

１.有価証券の評価基準及び評価方法 公社債は時価で評価しております。時価評価にあたっては、価格情報会社等の提

供する理論価格で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

為替予約取引は原則としてわが国における対顧客先物相場の仲値で評価しており

ます。

３.その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

外貨建資産等の会計処理

　「投資信託財産の計算に関する規則」第６０条および第６１条にしたがって処理

しております。
 

　

 

（貸借対照表に関する注記）
 

 

 [平成30年 3月19日現在]

１. 期首 平成29年 7月24日

 期首元本額 5,592,857,955円
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 期中追加設定元本額 6,770,533,417円

 期中一部解約元本額 4,444,102,962円

 元本の内訳※  

 米国国債７－１０年ラダーファンド（為替ヘッジあり）（ラップ向

け）

728,357,727円

 ＭＵＫＡＭ　米国国債７－１０年ラダーファンド（為替ヘッジ７

０）（適格機関投資家限定）

3,140,471,418円

 ＭＵＫＡＭ　米国国債７－１０年ラダーファンド（為替ヘッジ可変

型）２０１６－０３（適格機関投資家限定）

4,050,459,265円

 合計 7,919,288,410円

２. 元本の欠損  

 　純資産額が元本総額を下回っており、その差額であります。 592,419,762円

３. 受益権の総数 7,919,288,410口
 

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

　

 

（金融商品に関する注記）

１　金融商品の状況に関する事項
 

 

区分
自 平成29年 7月24日

至 平成30年 3月19日

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和26年法律第198号）

第２条第４項に定める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託

約款に定める「運用の基本方針」に基づき行っております。

２.金融商品の内容及び当該金融商品に

係るリスク

当ファンドは、公社債等に投資しております。当該投資対象は、価格変動リス

ク、為替リスク等の市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクに晒されておりま

す。

当ファンドは、外貨の決済のために為替予約取引を利用しております。当該デリ

バティブ取引は、為替相場の変動による市場リスクおよび信用リスク等を有してお

りますが、ごく短期間で実際に外貨の受渡を伴うことから、為替相場の変動による

リスクは限定的であります。

３.金融商品に係るリスク管理体制 ファンドのコンセプトに応じて、適切にコントロールするため、委託会社では、

運用部門において、ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつつ、ファン

ドのコンセプトに沿ったリスクの範囲で運用を行っております。

また、運用部門から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング

等のリスク管理を行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて運用部門に

フィードバックされます。
 

　

 

２　金融商品の時価等に関する事項
 

 

区分 ［平成30年 3月19日現在］

１.貸借対照表計上額、時価及びその差

額

時価で計上しているためその差額はありません。

２.時価の算定方法 （１）有価証券

 売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載してお

ります。

 （２）デリバティブ取引

 デリバティブ取引は、該当事項はありません。

 （３）上記以外の金融商品
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 上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３.金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提

条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なるこ

ともあります。
 

　

　　

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

 

 

種類
［平成30年 3月19日現在］

当期間の損益に含まれた評価差額（円）

国債証券 △272,526,827

合計 △272,526,827

 

(注)当期間の開始日は、当該親投資信託の期首日であります。

　

（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項
 

 

該当事項はありません。
 

 

 

 

　

（関連当事者との取引に関する注記）
 

 

 

該当事項はありません。

　

（１口当たり情報）
 

 

 ［平成30年 3月19日現在］

1口当たり純資産額 0.9252円

(1万口当たり純資産額) (9,252円)
 

　　

附属明細表

第１　有価証券明細表

　(1)株式

 

 

該当事項はありません。
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　(2)株式以外の有価証券

 

（単位：円）

 

通貨 種　類 銘　柄 券面総額 評価額 備考

アメリカ

ドル

国債証券 1.5 T-NOTE 260815 6,100,000.00 5,490,000.00 

 1.625 T-NOTE 260215 6,100,000.00 5,581,976.56 

 1.625 T-NOTE 260515 6,100,000.00 5,563,390.60 

 2 T-NOTE 250815 5,900,000.00 5,582,875.00 

 2 T-NOTE 261115 6,000,000.00 5,610,468.72 

 2.125 T-NOTE 250515 5,800,000.00 5,548,515.60 

 2.25 T-NOTE 251115 5,800,000.00 5,573,890.60 

 2.25 T-NOTE 270215 5,900,000.00 5,619,750.00 

 2.25 T-NOTE 270815 5,900,000.00 5,605,460.93 

 2.25 T-NOTE 271115 5,900,000.00 5,598,085.91 

 2.375 T-NOTE 270515 5,800,000.00 5,578,421.85 

 2.75 T-NOTE 280215 5,900,000.00 5,850,218.75 

アメリカドル合計
71,200,000.00 67,203,054.52 

 (7,118,819,565) 

 
合計

 7,118,819,565 

  (7,118,819,565) 
 

(注1)通貨の種類ごとの小計／合計欄の(　)内は、邦貨換算額であります。

(注2)合計金額欄の(　)内は、外貨建有価証券に係るもので、内書であります。

　　

 

外貨建有価証券の内訳

 

 

種類 銘柄数
組入債券

時価比率

有価証券の

合計金額に

対する比率

アメリカドル 国債証券 12銘柄 100.00% 100.00%

 

　　

 

第２　信用取引契約残高明細表

 

 

該当事項はありません。
 

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
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該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

＜更新後＞

【米国国債７－１０年ラダーファンド（為替ヘッジあり）（ラップ向け）】

【純資産額計算書】

 

平成30年 3月30日現在

（単位：円）

 

Ⅰ　資産総額 709,325,806　

Ⅱ　負債総額 3,416,156　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 705,909,650　

Ⅳ　発行済口数 732,691,056口　

Ⅴ　1口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9634　

　　（10,000口当たり） （9,634）

 

（参考）

米国国債７－１０年ラダーマザーファンド

純資産額計算書

 

平成30年 3月30日現在

（単位：円）

 

Ⅰ　資産総額 7,152,208,255　

Ⅱ　負債総額 75　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 7,152,208,180　

Ⅳ　発行済口数 7,636,433,753口　

Ⅴ　1口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9366　

　　（10,000口当たり） （9,366）
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜更新後＞

（１）資本金の額等

平成30年３月末現在、資本金は2,000百万円です。なお、発行可能株式総数は400,000株であり、

211,581株を発行済です。最近５年間における資本金の額の増減はありません。

 
（２）委託会社の機構

・会社の意思決定機構
業務執行の基本方針を決定し、取締役の職務の執行を監督する機関として、取締役会を設置します。
取締役の選任は、総株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席する株主総会にてその議決権の
過半数をもって行い、累積投票によらないものとします。また、取締役会で決定した基本方針に基づ
き、経営管理全般に関する執行方針その他重要な事項を協議・決定する機関として、経営会議を設置
します。
 

・投資運用の意思決定機構
①投資環境見通しの策定
投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投
資環境見通しを策定します。

②運用戦略の決定
運用戦略委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。

③運用計画の決定
②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。

④ポートフォリオの構築
各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を
します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を
行います。

⑤投資行動のモニタリング１
運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど
うかの自律的なチェックを行い、逸脱がある場合は速やかな是正を指示します。

⑥投資行動のモニタリング２
運用部から独立した管理担当部署は、運用に関するパフォーマンス測定、リスク管理および法令・
信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、運用管理委員会等を通じて
運用部門にフィードバックされ、必要に応じて是正を指示します。

⑦ファンドに関係する法人等の管理
受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部
署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、リスク管
理委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。

⑧運用・管理に関する監督
内部監査担当部署は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全性・適切性を担
保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を検証・評価しま
す。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告される、内部監査
態勢が構築されています。

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。
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２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信

託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）等を行っています。また「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業および投資助言業務

を行っています。

平成30年３月30日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。（親投資信託

を除きます。）

 

商品分類
本　数 純資産総額
（本） （百万円）

追加型株式投資信託 853 11,741,004

追加型公社債投資信託 16 1,260,867

単位型株式投資信託 56 310,820

単位型公社債投資信託 1 6,101

合　計 926 13,318,791

 

なお、純資産総額の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して記載しておりますので、表

中の個々の数字の合計と合計欄の数字とは一致しないことがあります。
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３【委託会社等の経理状況】
＜更新後＞
（１）財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
委託会社である三菱ＵＦＪ国際投信株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表
等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下「財務諸表等規則」
という。）第2条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年
内閣府令第52号）」に基づき作成しております。
また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和52
年大蔵省令第38号）」（以下「中間財務諸表等規則」という。）第38条及び第57条の規定により、中
間財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき作成しております。
なお、財務諸表及び中間財務諸表に掲載している金額については、千円未満の端数を切り捨てて表
示しております。
 
（２）監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第32期事業年度（自 平成28年4月1日 至

平成29年3月31日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。
また、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第33期事業年度に係る中間会計期間（自

平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより中

間監査を受けております。
 
 

（第32期事業年度の財務諸表は省略）
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＜追加＞
中間財務諸表
(1) 中間貸借対照表
 (単位：千円)

 第33期中間会計期間

(平成29年9月30日現在)

(資産の部)    

流動資産    

　現金及び預金   46,287,102

　有価証券   78,897

　前払費用   496,625

　未収入金   87,286

　未収委託者報酬   9,160,402

　未収収益   681,527

　繰延税金資産   471,973

　金銭の信託   30,000

　その他   95,228

流動資産合計   57,389,043

    

固定資産    

　有形固定資産    

　　建物  ※1 780,721

　　器具備品  ※1 764,182

　　土地   1,356,000

　　有形固定資産合計   2,900,904

無形固定資産    

　　電話加入権   15,822

　　ソフトウェア   1,938,735

　　ソフトウェア仮勘定   1,212,251

　　無形固定資産合計   3,166,809

投資その他の資産    

　　投資有価証券   28,266,735

　　関係会社株式   320,136

　　長期差入保証金   640,950

　　前払年金費用   448,902

　　繰延税金資産   451,891

　　その他   45,230

　　貸倒引当金   △23,600

　　投資その他の資産合計   30,150,247

固定資産合計   36,217,960

資産合計   93,607,004
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  (単位：千円)

 第33期中間会計期間

(平成29年9月30日現在)

(負債の部)    

流動負債    

　預り金   196,841

　未払金    

　　未払収益分配金   174,797

　　未払償還金   514,622

　　未払手数料   3,754,874

　　その他未払金   2,503,473

　未払費用   4,229,858

　未払消費税等  ※2 305,160

　未払法人税等   792,896

　賞与引当金   863,522

　役員賞与引当金   66,649

　その他   776,417

流動負債合計   14,179,114

    

固定負債    

　退職給付引当金   651,492

　役員退職慰労引当金   163,557

　時効後支払損引当金   252,546

固定負債合計   1,067,596

負債合計   15,246,710

    

(純資産の部)    

株主資本    

　資本金   2,000,131

　資本剰余金    

　　資本準備金   3,572,096

　　その他資本剰余金   41,160,616

　　資本剰余金合計   44,732,712

　利益剰余金    

　　利益準備金   342,589

　　その他利益剰余金    

　　　別途積立金   6,998,000

　　　繰越利益剰余金   22,251,535

　　利益剰余金合計   29,592,124

　株主資本合計   76,324,968
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 (単位：千円)

 第33期中間会計期間

(平成29年9月30日現在)

評価・換算差額等    

　その他有価証券

　評価差額金

  2,035,325

評価・換算差額等合計   2,035,325

純資産合計   78,360,294

負債純資産合計   93,607,004
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(2) 中間損益計算書
 (単位：千円)

 

第33期中間会計期間

（自 平成29年4月1日

    至 平成29年9月30日）

営業収益    

　委託者報酬   38,184,632

　投資顧問料   1,346,730

　その他営業収益   26,405

営業収益合計   39,557,767

営業費用    

　支払手数料   15,720,488

　広告宣伝費   318,084

　公告費   500

　調査費    

　　調査費   861,247

　　委託調査費   6,711,776

　事務委託費   436,601

　営業雑経費    

　　通信費   85,593

　　印刷費   251,837

　　協会費   24,207

　　諸会費   7,746

　　事務機器関連費   821,139

　　その他営業雑経費   13,599

営業費用合計   25,252,824

一般管理費    

　給料    

　　役員報酬   178,839

　　給料・手当   2,821,754

　　賞与引当金繰入   863,522

　　役員賞与引当金繰入   66,649

　福利厚生費   619,913

　交際費   6,009

　旅費交通費   93,328

　租税公課   222,435

　不動産賃借料   341,770

　退職給付費用   210,625

　役員退職慰労引当金繰入   23,884

　固定資産減価償却費  ※1 512,328

　諸経費   199,624

一般管理費合計   6,160,685

営業利益   8,144,257

 

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社(E11518)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

31/42



 (単位：千円)

 

第33期中間会計期間

（自 平成29年4月1日

    至 平成29年9月30日）

営業外収益    

　受取配当金   134,154

　受取利息   277

投資有価証券償還益   29,656

収益分配金等時効完成分   34,222

　その他   9,043

営業外収益合計   207,354

営業外費用    

　投資有価証券償還損   20,261

時効後支払損引当金繰入   26,116

その他   5,612

営業外費用合計   51,990

経常利益   8,299,622

特別利益    

　投資有価証券売却益   196,888

　ゴルフ会員権売却益   2,495

特別利益合計   199,383

特別損失    
　投資有価証券売却損   60,319
固定資産除却損   0

特別損失合計   60,319

税引前中間純利益   8,438,686

法人税、住民税及び事業税   2,631,045

法人税等調整額   △4,911

法人税等合計   2,626,133

中間純利益   5,812,552
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(3) 中間株主資本等変動計算書

　　　第33期中間会計期間（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）
(単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計資本

準備金

その他

資本剰余金

資本

剰余金合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 342,589 6,998,000 43,034,713 50,375,303 97,108,147

当中間期変動額          

剰余金の配当       △26,595,731 △26,595,731 △26,595,731

中間純利益       5,812,552 5,812,552 5,812,552

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

 (純額)

         

当中間期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △20,783,178 △20,783,178 △20,783,178

当中間期末残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 342,589 6,998,000 22,251,535 29,592,124 76,324,968

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

 

差額等合計

当期首残高 1,494,586 1,494,586 98,602,734

当中間期変動額    

剰余金の配当   △26,595,731

中間純利益   5,812,552

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

 (純額)

540,738 540,738 540,738

当中間期変動額合計 540,738 540,738 △20,242,440

当中間期末残高 2,035,325 2,035,325 78,360,294
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[重要な会計方針]
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
(2) その他有価証券

時価のあるもの
中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)を採用しております。
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

 
2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物         ５年～50年

器具備品     ２年～20年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採
用しております。

 
3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額
法により費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10
年）による定額法により、発生した事業年度の翌期から費用処理することとしております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。
(6) 時効後支払損引当金

時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、受益者からの今後の支払請求に備
えるため、過去の支払実績に基づく将来の支払見込額を計上しております。
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4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

 
5. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税
は、当事業年度の費用として処理しております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
 
[注記事項]
（中間貸借対照表関係）
※1　有形固定資産の減価償却累計額

 
第33期中間会計期間

（平成29年9月30日現在）

建物 571,713千円

器具備品 1,115,446千円

 
※2　消費税等の取扱い　　

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、「未払消費税等」として表示しております。
 

（中間損益計算書関係）
※1　減価償却実施額

 

第33期中間会計期間

（自 平成29年4月1日

　　 至 平成29年9月30日）

有形固定資産 114,767千円

無形固定資産 397,560千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）
第33期中間会計期間（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）

 
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

 当事業年度期首

株式数　(株)

当中間会計期間

増加株式数　(株)

当中間会計期間

減少株式数　(株)

当中間会計期間末

株式数　(株)

発行済株式     

　普通株式 211,581 － － 211,581

合計 211,581 － － 211,581

 
2. 配当に関する事項

平成29年6月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
① 配当金の総額 26,595,731千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 125,700円

④ 基準日 平成29年3月31日

⑤ 効力発生日 平成29年6月29日

 
（リース取引関係）
第33期中間会計期間(平成29年9月30日現在)
〈借主側〉
　オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

1年内 678,116千円
1年超 1,634,641千円

合　　計 2,312,757千円
 
（金融商品関係）
第33期中間会計期間(平成29年9月30日現在)
金融商品の時価等に関する事項
平成29年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません
（（注２）参照）。
 
  中間貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 46,287,102 46,287,102 －

(2) 有価証券 78,897 78,897 －

(3) 未収委託者報酬 9,160,402 9,160,402 －

(4) 投資有価証券 28,129,575 28,129,575 －

資産計 83,655,978 83,655,978 －

(1) 未払手数料 3,754,874 3,754,874 －

負債計 3,754,874 3,754,874 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　資　産
(1)現金及び預金、(3)未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

(2)有価証券、(4)投資有価証券
これらの時価について、投資信託は基準価額によっております。

　負　債
(1)未払手数料

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（中間貸借対照表計上額137,160千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

また、子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額 関係会社株式320,136千円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。
 
（注３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 
（有価証券関係）
第33期中間会計期間（平成29年9月30日現在）
1. 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　関係会社株式320,136千円）は、市場価格がな
く、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。
 

2. その他有価証券

 種類
中間貸借対照表

計上額（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

中間貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株式 － － －

債券 － － －

その他 21,493,708 18,316,441 3,177,266

小　　計 21,493,708 18,316,441 3,177,266

中間貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株式 － － －

債券 － － －

その他 6,714,765 6,958,415 △243,650

小　　計 6,714,765 6,958,415 △243,650

合　　計 28,208,473 25,274,857 2,933,616

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額137,160千円）については、市場価格がなく、時価を把握すること
が極めて困難であると認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（セグメント情報等）
[セグメント情報]
第33期中間会計期間（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
[関連情報]
第33期中間会計期間（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）

1. 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるた
め、記載を省略しております。

 
2. 地域ごとの情報

（1）営業収益
投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産
本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
3. 主要な顧客ごとの情報

投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。
 

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報]
該当事項はありません。

 
[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報]
該当事項はありません。

 
[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報]
該当事項はありません。

 
（１株当たり情報）
　1株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第33期中間会計期間

（平成29年9月30日現在）

1株当たり純資産額 370,356.00円

(算定上の基礎)  

純資産の部の合計額（千円） 78,360,294

普通株式に係る中間期末の純資産額（千円） 78,360,294

1株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末の普通株式の数（株）
211,581

 
　1株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

第33期中間会計期間

（自 平成29年4月1日

　　 至 平成29年9月30日）

1株当たり中間純利益金額 27,471.99円

(算定上の基礎)  

中間純利益金額（千円） 5,812,552

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 5,812,552

普通株式の期中平均株式数（株） 211,581

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま
せん。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（１）受託会社

＜更新後＞

（略）

②資本金の額：324,279百万円（平成29年９月末現在）

（略）

 

（２）販売会社

＜更新後＞

①名称
②資本金の額

（平成29年９月末現在）
③事業の内容

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 324,279 百万円
銀行業務および信託業務を営ん
でいます。

 

３【資本関係】

＜更新後＞
委託会社と関係法人の主な資本関係は次の通りです。（平成30年４月２日現在）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は委託会社の株式の100.0％（211,581株）を所有しています。
（略）
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

平成30年４月25日

 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 国 際 投 信 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員

 公認会計士　大畑　茂　印

 

 

 

 

 指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員

 公認会計士　和田　渉　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げ

られている米国国債7-10年ラダーファンド（為替ヘッジあり）（ラップ向け）の平成29年７月24日から平成30年３月19日ま

での計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行っ

た。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表

監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、米国国債

7-10年ラダーファンド（為替ヘッジあり）（ラップ向け）の平成30年３月19日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了

する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　 上

 

（注）上記は、委託会社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は委託会

社が別途保管しております。なお、XBRLデータは監査の対象に含まれていません。

 

    次へ

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社(E11518)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

40/42



独立監査人の中間監査報告書
 

平成２９年１２月１日

 
三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

取締役会　御中
 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 弥永　めぐみ　　印

    

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　裕晃　　　印

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられている三菱ＵＦＪ国際投信株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年

３月３１日までの第３３期事業年度の中間会計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、

重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査

の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中

間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの

合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施すること

を求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ

り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する

内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

 

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、三菱ＵＦＪ国際投信株式会社の平成２９年９月３０日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで）の経営成績に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上　

 
（注）上記は、委託会社が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は委託会社が別途保管しております。なお、XBRLデータは中間監査の対象に含まれていません。
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